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【要旨】 
現在、日本では、新型コロナウイルス感染症（以下 COVID-19）のまん延防止のため、感

染症法第 15 条の積極的疫学調査による濃厚接触者を特定し、COVID-19 陽性者と最終接触
後 14 日を健康観察期間として、自宅待機などの行動制限を要請している。 
濃厚接触者の行動制限は、感染拡大防止策として重要であるが、その期間の合理性や妥当

性については、COVID-19 の潜伏期間、陽性者の就業制限、勧告入院期間、他国の対応など
現状の知見をもとに、必要最小限にとどめることが重要であり、流行期の今、まさに再検討
をする時期にきている。 

COVID-19 についての隔離期間の推奨は国によって異なっており、米国疾病予防管理セ
ンター（CDC）は昨年 12 月 10 日、7 日間（隔離中止前４８時間以内の検体で検査陰性確
認をした場合）または 10 日間の選択肢を提示した。 
今回の調査では、2020 年４月 1 日から 11 月 30 日までにみなと保健所が就業制限・入院

勧告を実施した COVID-19 確定症例 1606 人についての分析を行った。そのうち、2 人以
上の COVID-19 の発症が確認された住所は 117 か所で、先行して発症した 117 人と後続し
て発症した同一住所者（以下同居者）の 140 人においては、発症日の差が７日以内 125 人
（89.2％）、10 日以内 134 人（95.7％）、14 日以内 139 人（99.2％）であった。すなわち、
CDC が提示した健康観察・行動制限期間の 10 日間において、最終的に発症した同居者の
感染発症の 95.7％を確認することができた。 
今回、積極的疫学調査における同居者の感染事例報告での健康観察期間の妥当性につい

ての調査し結果を報告した。このような報告は COVID-19 について国内初である。この報
告によって濃厚接触者の健康観察期間が現在の 14 日間から 7 日間または 10 日間に短縮可
能であることが示唆された。これにより、濃厚接触者はもとより、保育施設、学校、社会福
祉施設、病院、企業など社会生活への影響が改善され、さらには保健所における事務改善に
もつながることが期待される。今後、この調査報告が、本邦における COVID-19 患者の濃
厚接触者における健康観察および行動制限の期間を適正化する検討に資することを期待す
る。 
 
【背景・目的】 

2019年 12 月以降、世界的パンデミックとなった COVID-19 は、日本では 2021年 1 月
16 日現在、感染者は 315,910 例、死亡者は 4,380人と報告されている１）。日本における



COVID-19 は、2020 年 1月に、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律（以下感染症法）に基づく指定感染症に指定され、保健所は医療機関からの発生届を基
に、積極的疫学調査、就業制限、健康診断（PCRの行政検査）、入院勧告などの行政対応
を行っている 2)。 
現在、感染症法第 15 条の積極的疫学調査で特定された濃厚接触者の健康観察期間は最

終接触後 14 日間であり、濃厚接触者に不要不急の外出自粛いわゆる行動制限を要請して
いる。COVID-19患者本人については、感染性が消失することを理由に、最短で発症日
（無症状病原体保有者においては、検査日）から 10 日間で、退院または宿泊・自宅療養
解除となっている。 
しかしながら、濃厚接触者の行動制限は 14 日間であり、患者本人の最短 10 日に比して

長くなる場合があること、流行下においては多数の濃厚接触者が特定されることが想定さ
れ、社会生活への影響も大きい。そのため、濃厚接触者の健康観察期間の短縮が可能とな
れば、社会的影響も軽減され、保健所業務の効率化にもつながる。 
一方、米国疾病予防管理センター（以下 CDC）は、2020 年 12 月に隔離期間の推奨と

して 7 日間（隔離中止前４８時間以内の検体で検査陰性確認をした場合）または 10 日間
の選択肢を提示した３）。 しかし、これまで本邦の保健所からの COVID-19確定例におけ
る発症から診断までの期間や同一居住感染者に関する報告はなく、日本における濃厚接触
者の健康観察期間を短縮する根拠に乏しかった。 
   今回、濃厚接触者の健康観察期間の妥当性を検討するため、2020年 4月 1日～2020 年
11 月 30日の期間にみなと保健所が感染症法に基づいて就業制限や入院勧告を実施した新
型コロナウイルス（以下 SARS-CoV-2）感染者を対象に、発症から診断までの期間や同居
の感染者の発症状況の実態を調査した。 
 
【方法】 
（１）データソース 
みなと保健所で行った感染症法第 15 条に基づく積極的疫学調査で得られた情報を使用し
た。本研究目的で取得する情報は、患者の自己申告等に基づく、症状の有無、具体的な症
状、及び発症日、診断日、住所等とした。 
（２）定義 
新型コロナウイルス感染症の確定診断は、感染症法に基づく PCR 検査及び抗原検査を用
いた検査診断例とした２）。発熱、咽頭痛などの何らかの症状を認めた COVID-19 患者を確
定例、症状を認めなかった場合を無症状病原体保有者とした。得られた住所の情報から、
2 人以上の検査診断例の住所が同じ場合を同居の感染者と定義した。 
（３）分析方法 
初めに、確定例における発症から診断までの日数を分析した。次に同居の感染者間の発症の
時間差を分析した。最後に、最初に診断された確定例の診断日と同居の感染者の発症日の差



を分析した。 
【方法】 

 
【結果】 
（１） 確定例における発症から診断までの日数の分析 

みなと保健所では、2020 年 4月 1 日～2020 年 11月 30 日の期間に、届け出のあった 2022



人に対して感染症法に基づいて就業制限や入院勧告を実施していた。そのうち 1606 人が症
状を認めた確定例、416人は無症状病原体保有者であった。確定例では、発症から診断まで
の時間の中央値は 4 日目（四分位範囲:2-7）で、1606 人中、78.6%が発症日から 7 日目以
内、91.8％が発症日から 10 日目以内に診断されていた。発症と診断が同日であったのは 67
人（4.2%）であった。確定診断の 20 日以上前から症状が継続すると報告されている症例も
7 人（0.43%）認めた。なお、これら症状が継続する７人については、患者の自己申告に基
づき報告された症状が COVID-19 による症状ではない可能性も考えられた。（図１） 
 
（２）同居の感染者間の発症の時間差の分析 

1606人の確定例は 1464か所の住所に住んでいた。そのうち、2人以上の確定例が存在し
た住所は 119 か所で、119 人の発症ののちに、同居の 142 人が発症していた。先行して発
症した確定例と後続して発症した同居者との発症時間差の中央値は3日目(四分位範囲:1-5)
であった。142 人のうち、同居内で全く異なる感染源より感染を来していたことが積極的疫
学調査で判明した 2 住所 2 人を除外し、117 か所の住所で 117 人の各定例に後続して、140
人の同居者が発症していた。その 140 人で、先行する確定例の発症後何日以内に次の同居
者が発症していたかを見ると、7 日以内が 89.2%(125人)、10 日以内が 95.7％（134 人）14
日目以内が 99.2%(139 人)であった。（図２）。 

 
（３）最初に診断された確定例の診断日と同居者の発症日の差の分析 
最初に診断された確定例の診断日までに、同居者のうち 80.7％(113 人)はすでに発症して

いた。確定例の診断翌日以降に発症した同居者 27 人（19.3％）のうち 25 人は、確定例の診
断日以降 7 日目までに発症していた。（図３） 



 
【考察】 
今回、みなと保健所で行った感染症法第 15 条に基づく積極的疫学調査で得られた情報か

ら、COVID-19確定例における発症から診断までの期間、同居の感染者間の発症の時間差、
同居者で最初に診断された確定例の診断日と同居の感染者の発症日の差を分析した。 
同居の感染者に注目した理由は、濃厚接触者は他自治体に存在することも多く、その自治

体に調査や検査を依頼した後、その結果全てを把握することが困難なためである。また、み
なと保健所で積極的疫学調査をしている確定例の同居の感染者は、調査結果から、家族等の
同居者・共有スペースを持つシェアハウスの住民等濃厚接触があるものがほとんどであっ
た。従って、同居の感染者を分析することが、現状において、濃厚接触者の健康観察期間の
妥当性を検討するに最適であると判断した。 
本調査の結果より、COVID-19 患者間の同居の発症日の差は、７日以内 が 89.2％で、10

日以内が 95.7％であった。また、最初に診断された確定例の診断日までに、同居者の 80.7%
がすでに発症していた。CDC が提示した健康観察・行動制限期間の 10 日間において、最
終的に発症した 95.7％の同居の感染者の発症を確認することができたことになり、濃厚接
触者の健康観察期間を、7 日もしくは 10 日間に短縮することは、本邦においても可能であ
ることが示唆された。 
 
 調査の限界：これらの同居の感染者は、1)同じ感染源に同時に暴露して感染した場合、2)
同居者間で感染した場合の 2種類が含まれ、今回の調査では、2 つが混在している。厳密に
はこれらは分けて議論することが望ましいが、新型コロナウイルスの感染が同時に起きる
可能性が高くないこと 4）を考えると、同居者間の感染が多数を占めると考えられた。 
 



【結論】 
海外の報告で、家族内感染や同居者の感染に関する報告がされている(5–10)が、日本では

COVID-19 確定例の同居者の感染に関する報告はない。 
2020 年 12 月に、CDC は隔離期間の推奨として 7 日間（自宅待機中止の前 48 時間の検

体で陰性が確認された場合）または 10日間の選択肢を提示した 11）。現在、日本における感
染症法に基づく濃厚接触者調査の健康観察期間は 14 日である２）。濃厚接触者の行動制限は
最終接触後 14 日間となっており、患者本人よりも長い期間になる場合があること、流行下
においては多数の濃厚接触者が特定され行動を制限されることが想定されるため、社会生
活への影響も大きい。濃厚接触者の健康観察期間の短縮が可能となれば、社会的影響も軽減
され、同時に、保健所業務の効率化にもつながる。この調査報告が、本邦における COVID-
19 患者の濃厚接触者における健康観察および行動制限の期間を適正化する検討に資するこ
とを期待する。 
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